
 

平成 28 年経済センサス‐活動調査 調査事項及び調査票種類（変更点） 

 

 

 １ 主な調査事項の改廃 

《追加》 

・ 消費税の税込み記入・税抜き記入の別 

    24 年活動調査では参考事項であったが、28 年活動調査では調査事項として 

設定した上で、税抜き・税込みのいずれかを記入する選択肢に変更 

 

  ・ 単独事業所・本所・支所の別等 

本・支関係を把握するための調査事項を設定（調査員調査の事業所のみ） 

 

  ・ 常用雇用者数及び支所等数 

企業票において国内の常用雇用者数及び支所等数を把握するための調査事項を設定

（直轄調査の企業のみ） 

 

  ・ 年間商品仕入額 

    26年商業統計調査における変更に伴い追加（卸売業・小売業調査票（【05】【12】）のみ） 

 

・ 年初商品手持額 

    26 年商業統計調査における変更に伴い、年初の商品手持額を把握（卸売業・小売業調

査票（【05】【12】）のみ） 

 

《変更》 

・ 個人経営事業所に報告を求める調査事項の変更（調査事項の簡素化） 

詳細は別紙のとおり 

 

・ 26 年商業統計調査における変更に伴い、「商品手持額」を「年末商品手持額」に変更（名

称変更） 

 

《削除》 

  ・ 建設業許可番号 

        建設関連統計の母集団情報としての活用が想定されていたが、その後、他の行政記録情

報を母集団情報として活用することとし、当該調査事項の必要がなくなったため削除 

 

  ・ 商品売上原価 

    26 年商業統計調査における変更に伴い削除 

 

  

付２ 



《留意点》 

・  消費税をより詳細に把握する調査事項、「従業者数」の雇用者の区分 

府省横断的な情報共有・検討の場において、関係府省の所管調査における実査可能性

や影響等の検証が実施されており、政府としての検討結果を踏まえ対応 

 

 

２ 調査票種類 

(1) 個人経営者用調査票の新設 

個人経営者用に調査事項を縮減した上で全産業共通の調査票を作成（産業横断集計を維持

する調査事項に限定） 

 

(2)「建設業、サービス関連産業Ａ」から「政治・経済・文化団体、宗教」を分離 

24 年活動調査の「建設業、サービス関連産業Ａ」の調査票に含まれている「政治・経済・

文化団体、宗教」を分離 

 

(3)「建設業、サービス関連産業Ａ」と「学校教育」の調査票の統合 

24 年活動調査の「建設業、サービス関連産業Ａ」の調査票に含まれている「政治・経済・

文化団体、宗教」の分離に伴い、「建設業、サービス関連産業Ａ」と同様、ネット産業であ

る「学校教育」の調査票を「建設業、サービス関連産業Ａ」の調査票に統合 
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